




＜はじめに＞

平成２９年２月の内閣府月例経済報告によると、我が国の経済基調判断は、「景気は、

一部に改善の遅れもみられるが、緩やかな回復基調が続いている。先行きについては、雇

用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復に向かうことが

期待される。」とされる一方、我が国の景気の下押しリスクとして、「海外経済に不確実性や

金融資本市場の変動に留意する必要がある。」としています。 

また、政府は、消費税率１０％への引上げ時期を平成３１年１０月まで延期することを閣

議決定し、「経済財政運営と改革の基本方針2016」、「日本再興戦略2016」、「まち・ひと・し

ごと創生基本方針2016」及び「ニッポン一億総活躍プラン」を着実に実行し、持続的な経済

成長と財政健全化目標の達成を目指すとしており、本町においても、将来を見据えた中長

期的な視点から、効果的・効率的な施策を住民との協働により展開していくことが求められ

ています。 

本町の行政運営においては、このような国全体の経済状況や施策を注視しつつ、住民

生活の安心安全を確保するという地方自治体の責務を果たすとともに、本町が抱える様々

な課題について、着実に対応していかなければなりません。 

平成２９年度予算においては、歳入に見合った歳出を念頭に中長期的な財政見通しを勘

案しつつ、「第５次多賀町総合計画」に基づく後期計画や各分野で策定した事業計画を着

実に達成させ、子どもからお年寄りまでが希望を持って、いきいきと心豊かに暮らせるよう

編成を行ないました。 

教育・産業をはじめ各分野において、住民、関係者の皆さまとともに多賀町の将来像を

検討する委員会の開催や山間部地域（大滝・芹谷地域）の活性化に向けた協議・実践を重

ねるなど、新しい取り組みが進んでおり、その成果が大きな果実となるよう、予算や政策に

反映しています。 

引き続き「質の高い住民サービスの提供」「効率的・効果的な事業の推進」を常に意識し、

しっかりと行財政運営を進めていきます。 

この冊子は、平成２５年度より、町民の皆さまに町の予算をより詳しく公開し知っていただ

くことで、お金の使いみちや事業の進捗を確認していただけるように作成しています。この

冊子を通じて、皆さまが多賀のまちづくりについてご理解をいただき、共に「キラリとひかる

まちづくり」の実現に向け取り組みを進めていきたいと考えています。 
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平成２９年度 一般会計予算 

１．予算の編成 

 平成２９年度は、「第５次多賀町総合計画」における後期基本計画の２年度目となるこ

とから、実施計画に基づき、取組みの方向・取組みの方針に基づく事業を展開し、まちの将

来像として掲げる「自然と歴史・文化に包まれた、キラリとひかるまち」の実現に向けた事業

を着実に進捗させる年とするための予算を編成しました。 

安心安全なまちづくりに必要な予算を最優先に確保し、「子育て支援、教育の充実」「定

住・移住に向けた施策、地域の元気づくり」に重点配分するとともに、防災、産業の活性化、

福祉サービスの向上、環境対策等、住み良いまちづくりに向けた予算確保に努めました。 

投資的経費については、中央公民館の建設、認定子ども園の整備に着手するほか、 

道路整備・橋りょう長寿命化事業については、国の交付金を活用しつつ、緊急性、必要性

を見極めて予算化しました。 

社会保障と税の一体改革に伴う消費税率の引上げ分の地方消費税収については、趣

旨を反映し、全額社会保障施策の充実を図るための財源としました。 

２．予算の規模 

一般会計予算 ４９億３，５００万円 前年度対比（５億５，５００万円増 ＋１２．７％） 

一般会計 

町税 国 県   補助金 交付金 手数料   収入 町 行 業務 必要 支出の

処理     行    設    会計  町  金 流 の中心となっています。 
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３．歳入予算 

歳入予算の構成 

歳入全体に占める割合は町税が最も多く、１８億円余り（１．４％増）で、収入全体の   

３６．５％を占め、次いで地方交付税が７億９，０００万円（１．３％減）で、１６．０％を占めて

います。地方消費税交付金は、１億４，４００

万円（１０．８％増）で、うち社会保障財源分は、  

５，２００万円を見込んでいます。 

国県支出金は、１６．７％を占めていますが、

国庫支出金は、５億５，７９９万円 （６４．０％

増）で、臨時福祉給付金事業や地方創生推進

事業、中央公民館整備に伴う社会資本整備

総合交付金が大きく増額となり、県支出金は、

２億６，８１８万円（１０．１％減）で、地域医療介護整備事業（清涼ファミリーステーション）や

参議院議員選挙委託費が皆減しています。 

中央公民館建設に係る経費として、中央公民館建設基金から３億３，８９０万円を繰り入

れるほか、財政調整基金から１億円を繰り入れます。  

町債は、４億９，２８０万円（１１．９％増）で１０．０％を占め、うち臨時財政対策債は、    

２億２，８００万円となっています。 

自主財源は、２６億１，９１３万円で歳入全体の５３．１％を占めています。 

歳入 

４月１日  翌年３月３１日 １年間  会計年度  呼       会計年度    

すべての収入のことです。
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◆自主財源 

町が自主的に収入し得る財源をいい、地方税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入がこれに該当します。 

◆町税 

町民の皆さんや町内に事務所などを持つ法人などに納めていただく税金です。 

町民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税などがあります。 

また、国民健康保険税は、国民健康保険特別会計の歳入となっています。 

◆地方譲与税 

国税として徴収したものを、国が一定の基準により、町に対して譲与するものです。 

地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税などがあります。 

◆利子割交付金 

金融機関などから利子の支払いを受ける際に税がかかりますが、この税の一部を財源

として、県が個人県民税の額に応じて、町に対して交付するものです。 

◆配当割交付金 

上場株式などの配当には税がかかりますが、この税の一部を財源として、県が一定の基

準により、町に対して交付するものです。 

◆株式等譲渡所得割交付金 

株式などの譲渡によって所得が発生した場合には税がかかりますが、この税の一部を

財源として、県が一定の基準により、町に対して交付するものです。 

◆地方消費税交付金 

地方消費税の一部を財源として、県が町に対して交付するものです。税率の引上げ分

（現行８％のうち３％分）については、全額を社会保障財源とすることになっています。 

◆自動車取得税交付金 

自動車取得税の一部を財源として、県が町道の延長や面積に応じて、町に対して交付

するものです。 

◆地方特例交付金 

国の施策である恒久的な減税により、町税が減収となった場合、その一部を補てんする

ために国から交付されるものです。 
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◆地方交付税 

全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービスが受けられるよう、所得税、法人税、

酒税、消費税といった国税の一定割合を財源として、国が一定基準により町に交付するも

のです。 

◆交通安全対策特別交付金 

道路照明灯、カーブミラーなどの道路交通安全施設の設置や管理に必要な経費にあて

るために、道路交通法に定める反則金を財源として、国が町に対して交付するものです。 

◆分担金及び負担金 

町の行う事業により利益を受ける方から、その受益を限度として徴収するものです。保育

園の保育料などが該当します。 

◆使用料及び手数料 

町の施設の利用や特定の事務により利益を受ける方から、その受益に対する実費負担

的なものとして徴収するものです。体育館の使用料や、住民票の写しの交付手数料などが

該当します。 

◆国庫支出金 

国と町が共同で事業を行う場合や町が実施する事業に対して、経費の負担割合や基準

額に基づいて、国が町に対して支出するものです。負担金、委託費、特定の施策の奨励、

財政援助のための補助金などがあります。 

◆県支出金 

県が町に対して支出するものです。 

県自らの施策として単独で交付するものと、国庫支出金を県が経費の全部または一部と

して交付するものがあります。 

◆財産収入 

町が所有する財産の貸付け、売払いなどにより得た現金収入のことです。 

町有地の売払収入や、基金の利子などが該当します。 

◆寄附金 

民法上の贈与で、金銭に限られるものです。 

使途が特定されない「一般寄附金」と、使途を限定した「指定寄附金」があります。 

ふるさと納税は、この収入にあたります。 
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◆繰入金 

一般会計、特別会計および基金の間で、相互に資金運用をするものです。 

他の会計からその会計に資金が移される場合を「繰り入れ」、その会計から他の会計に

資金を移す場合を「繰り出し」といいます。 

◆繰越金 

各会計年度において決算上剰余金が生じたときは，翌年度の歳入となります。 

◆諸収入 

収入の性質により、他の収入科目に含まれない収入をまとめたものです。 

延滞金、預金利子、貸付金元利収入、雑入などがあります。 

◆町債 

今の世代だけでなく、将来の世代にも負担をお願いすべき道路や学校などを建設する場

合のように、長期間にわたって利用することができ、多額の経費が必要なものの財源に充

てるため、町が、政府・地方公共団体金融機構・銀行などから調達する長期的な借入金を

いいます。 

※平成２８年度の数値は、平成２９年３月中旬時点の予算計上額であり、決算額ではありません。 

平成２９年度の額は、当初予算額を計上しています。

6



４．歳出予算 

（１）予算の配分 

「第５次多賀町総合計画」に基づき、安心安全なまちづくり、社会保障費に必要な予算を

最優先に確保したうえで、「子育て支援、教育の充実」「定住・移住促進、地域の元気づく

り」に重点配分しました。また、「多賀町まち・ひと・しごと創生総合戦略」や各分野の事業計

画に掲げた事業の目標達成に向け予算化を図りました。 

普通建設事業費（投資的経費）については、新たに中央公民館建設費、認定こども園整

備費を計上し、道路整備や橋梁長寿命化については、既存の計画に基づき予算配分し、

財源として、基金からの繰り入れや国の交付金を有効に活用するほか、地方債を発行し事

業を実施します。 

厳しい財政状況ですが、多賀町に活力と希望を与えられるよう、効率的・効果的な予算

執行に努めます。

歳出 

４月１日  翌年３月３１日 １年間  会計年度  呼       会計年度 

おけるすべての支出のことです。 
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（２）歳出予算（性質別：主なもの）  

人件費 ８億３，８２１万円（ ＋２，００６万円 ＋２．５％） 

歳出に占める割合は１７．０％で、正職員数が１０６人（+３人）となり、増額しています。 

物件費 ９億１，０９５万円（ ＋７，３５５万円 ＋８．８％） 

光熱水費等の施設維持費が増加傾向にありますが、消耗品等の節減可能な経費につい

ては、減額しています。 

特に、委託料では、大滝地域活性化アクションプラン、障害福祉計画、健康増進計画、地

域防災計画等の策定（見直し）や地域再生（林業）事業、観光ライトアップ事業における経

費、航空写真撮影委託費（固定資産税評価）を計上し増額要因となっています。 

扶助費 ４億６，５５０万円（ ＋２，８４８万円 ＋６．５％）

国の制度による臨時福祉給付金は、 

１，８７５万円を計上しています。児童手

当は、１億２，４９８万円で、対象者の増

加により６６０万円増額、福祉医療扶助

費は、７，１５８万円で２７０万円減額して

います。施設型給付費は保育園８，４３５

万円、幼稚園１，９１７万円を計上してい

ます。 

補助費 ５億９，７２５万円（ ＋１，００４万円 ＋１．７％） 

地域再生事業（林業）で、林業技能者育成補助や木工業振興推進補助等を創設し、新た

に１，７１０万円を計上したほか、環境保全型農業直接支払交付金についても増額となって

います。一部事務組合負担金は、１億１，２３３万円で、２３９万円減額となっています。 

普通建設事業費 １０億８，８９３万円（ ＋３億８，８６５万円 ＋５５．５％） 

国庫を財源とした補助事業分では、中央公民館建設に着手するため、５億３，２４０万円

を予算化し、継続分として、町道絵馬通り線等の整備や橋りょう長寿命化事業のインフラ整

備費２億６，２３０万円、文化財整備費（敏満寺遺跡等）１，９４３万円を計上しています。 

主な単独事業分は、認定こども園整備費 1億２，３６０万円、治山工事費９５０万円、道路

改良費６，４５７万円となっています。 

県営事業負担金は、道路改良分３２３万円、芹川ダム改修分６６２万円を負担します。
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◆人件費 

議員の報酬、職員の給与などの経費です。消防団等の非常勤の報酬も含まれます。 

◆扶助費 

児童福祉法などの法令に基づいた児童手当などの支給、町が単独で行う各種扶助

（中学校卒業までの医療費無料化など）のための経費です。 

◆物件費 

町の経費のうち、消費的性質をもつ経費です。 

臨時職員賃金、旅費、交際費、消耗品費、光熱水費などがこれにあたります。 

◆維持補修費 

道路、公共施設などを維持補修するために必要な経費です。 

◆補助費等 

町から他の地方公共団体（県、市町村、一部事務組合など）や民間団体・個人に対して、

交付する経費です。主なものとして、講師謝金などの報償費、保険料などの役務費、負担

金・補助金および交付金（一般的な補助金）などが該当します。 

◆普通建設事業費 

道路、橋梁、学校、庁舎など、公共施設・公用施設の新増設の建設事業に必要とされる

投資的な経費です。 

◆災害復旧事業費 

大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設を復旧するための経費です。 

＊「災害復旧費」と同じ内容ですが、経費を目的別に分類した場合には「災害復旧費」に、

性質的に分類した場合には「災害復旧事業費」となります。 

平成２９年度当初予算には計上額はありません。 

◆積立金 

財政運営を計画的に執行するため、目的別や年度間財源調整に積み立てる経費です。 

◆貸付金 

地域住民の福祉増進や地域の振興を図るため、町が、直接あるいは間接に、現金の貸

付を行うための経費です。 

◆繰出金 

一般会計、特別会計および基金の間で、相互に資金運用をするものです。 
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出産～乳幼児 小・ 中学生

特定不妊治療費助成

（男性不妊治療も対象）

・ 未熟児養育医療費助成

・ 妊婦健康診査費助成

・ 出産奨励金（ 第３子50, 000円

第４子以降100, 000円）

・ お食い初めセット（ 町産木製）贈呈

・ 育児用品購入助成（ 満２歳まで

紙おむつ・粉ミルク 2, 000円／月）

・ 新生児家庭訪問（ 生後１～３ヶ月）

・ 乳幼児健診（ 定期）

・ にこにこ広場・ わくわく ランド

・ のびっこ教室・ 元気っこ教室

・ 歯科指導・ 離乳食教室

・病児・病後児保育（定住自立圏事業）

・児童手当

・医療費無料化

・臨床心理士・訪問相

談員による相談・指導

・ 園・学校・地域との

連携

・ 子育て応援ブック

・ 小中新入学助成

（ ランリュック・ スポーツバッグ

通学ヘルメット）

・ 臨時教諭・ 特別支援員による支援

・ ICTを活用した授業

・ 外国人講師による英語教育の充実

・ 土曜講座の開催（ 中学）

・ニュージーランド研修（ 中学・選考有）

・ 放課後児童クラブ（ 小学１～６年生）

（ 支援の必要な児童・生徒）

子ども・ 家庭応援センター 子育て・ 発達相談・ 子育て講座 児童虐待防止

子育て支援センター 対象： 未就園児 にこにこ広場（ 水曜・ 登録要 2000円）

わくわく ランド（ プレイルーム開放： 遊び場・ 語らいの場）

（ 水曜以外・ 登録不要 9： 00～13： 00）

多賀ささゆり保育園（ 休園： 日曜・ 祝日： ６ヶ月から就学前の子ども）

基本保育時間 8： 00～16： 00 （ 早朝7： 30～ 延長～19： 00）

土曜保育時間 8： 00～12： 00 （ 早朝7： 30～ 延長～13： 00）

たきのみや保育園（ 休園： 土曜・ 日曜・ 祝日： １歳から就学前の子ども）

基本保育時間 8： 00～16： 00 （ 早朝7： 30～ 延長～19： 00）

一時預かり保育 8： 00～16： 00

多賀幼稚園（ 休園： 土曜・ 日曜・ 祝日： ３歳の誕生月の翌月から入園可能）

教育時間 8： 30～14： 00 （ 延長～15： 00）

大滝幼稚園（ 休園： 土曜・ 日曜・ 祝日： ３歳の誕生月の翌月から入園可能）

教育時間 8： 30～14： 00 （ 延長～15： 00）

高校生～

・ 育英資金事業

奨学金給付

（ 選考基準あり）

待機児童

ゼロ

子育て・教育の充実

・陶芸教室（ 親子もあります。）

・ 料理教室（ 親子もあります。）

・ 発明クラブ

・ アストロクラブ（ 天究館）

・ スポーツ教室（ B＆G）

中央公民館で開催

平成３０年度より、たきのみや

保育園を認定こども園として

開設予定です。
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《大滝小の取り組み》

地域の人と地域の宝さがし 地域の人と話し合い
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新しい中央公民館の開設に向けて取り組みをさらに進めます！！

今年度、「多賀町中央公民館開設準備室」（ 下記イメージ図参照） を設置し、平成31 年度から

のスムーズで魅力ある新しい中央公民館の開設を目指します。

昨年度の中央公民館運営準備部会「多賀語ろう会」では、町民の皆さんと一緒に魅力ある公民館を運営で

きるように取り組みを進めてきました。まちづくりの拠点となる公民館を目指し、今年度は、「多賀語ろう会」で地

域の皆さんと一緒に、まちづくりに繋がる研修やイベントを実施していく予定です。

多賀語ろう会とは？

新しい中央公民館をまちづくりの視点で考え、建設準備段階から地域のみなさんと共に学び合い、交流を

深めながら開館に備えるための場です。中央公民館運営準備部会の愛称として「多賀語ろう会」と呼んで

います。

参加者は？

現在中央公民館で活動している団体やサークルをはじめ地域で関心をお持ちの皆さんと職員です。

平成２８年度は１０回実施し、延べ１７９名に参加いただきました。研修会には１７名の専門家をお招きし、

お話を伺いました。

会議のようす 完成イメージ図
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地域再生事業［ 多賀町地方創生推進交付金事業］ 【林業費】

地域再生法に基づいて認定された「森林資源を活用した多賀町再生計画」を推進するため、内閣府から

地方創生推進交付金実施計画の採択を受けて、「森林資源による地域活性化事業」を３カ年計画（平成２８年

度～）で実施しています。

意見

意見

国が推進する地方創生に資する施策として、当町の地域資源である森林を活用して、民間企業や森林組

合および行政等が連携することによって、林業や木材産業を再び活性化させ、新規事業の展開や新たな雇用

などを生み出そうとする取り組みです。

・ 町面積の約８５％を占める森林の活用と整備

・ 森林の約６０％を占めるスギやヒノキの林から生まれる木材の活用

多賀町森林・

林業再生協議会

の設置運営

森林のあり方を検討する

⇒森林基本計画の策定

町内で製材加工できる体制の構築を目指す

⇒木材供給の実証

⇒市場調査と加工施設整備の検討

町内の木工業を活性化する

⇒家具等の商材開発

⇒販路開拓

森林の現状を把握する

⇒森林資源の調査

⇒登記簿や公図の調査

隣接する人工林をまとめて

効率の良く間伐を行う

⇒伐採地の団地化

観光資源として

森林を活用する

⇒森林空間の活用

安定的な木材生産

森林の調査や伐採が

できる人を確保する

⇒林業技能者育成

木材等の販売

森林資源を活用した地域経済の活性化、新規事業の創造、新たな雇用の創出

地域資源を

活用した

地方創生の推進
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（３）歳出予算（目的別）  

議会費 ７，２３７万円（ ▲５０万円 ▲０．７％） 

議員改選の次年度であり、通常の議会運営費を計上しています。 

総務費 ５億４，１７２万円（ ▲１，９９５万円 ▲３．６％） 

一般管理費等では、庁舎や福祉バスの維持費のほか、例規整備、公有財産管理、公金

収納経費を計上し、ふるさと納税費については、前年度実績を考慮し計上しています。また、

人権擁護の取り組みや交通安全対策を実施

し、人にやさしいまちづくりを推進します。 

文書広報費では、わかりやすい広報やホ

ームページでの情報発信強化（音声読上機

能の追加）を図ります。 

集落活動推進費では、引き続き、集落活

動に対し、まちづくり活動支援交付金等を交

付し活性化を支援するほか、移住定住支援、空き家対策事業を本格化させ、定住人口の

増加を図ります。地域おこし協力隊の設置をはじめ、大滝地域活性化に向けた取り組みを

加速化させます。 

電子計算費では、６町行政情報システムクラウドを利用し行政事務の効率化を図るほか、

情報セキュリティ対策を強化します。 

徴税費では、適正な課税・徴収に努め、今年度は、航空写真により現況を調査します。 

戸籍住民基本台帳費では、住民票等の発行経費、社会保障・税番号制度の運用経費等

を計上しています。 

指定統計費は該当する統計事業の実施にかかる必要額を計上しています。 

民生費 １３億１，６９２万円（ ＋１億５，１８６万円 ＋１３．０％） 

社会福祉総務費では、社会福祉協議会への事業費補助を継続し、機能訓練事業等の

介護予防事業の充実、地域福祉事業のサービス向上を図るとともに、民生児童委員の活

動を充実します。また、国の制度に基づき、臨時福祉給付金を交付します。 

老人福祉費では、シルバー人材センターへの運営補助や老人クラブ、地域サロン活動

等の生きがい支援、訪問・配食サービスや住宅改修等の日常生活支援を行います。介護・

高齢者福祉施設と連携して、高齢者の生活を支援します。 

14



障害福祉費では、通所、更生医療、住宅改修や補装具等の経費の軽減を図り、日常生

活支援や自立支援、社会参加を促進するほか、障害児放課後児童クラブを実施します。ま

た、障害福祉計画を策定（見直し）し、住民のニーズにあった施策を展開します。 

児童福祉費では、児童手当の給付や保育園、子育て支援センター、子ども家庭応援セン

ター、放課後児童クラブを充実させるとともに、育児支援助成や新入生通学助成を実施し、

子どもや子育て世代を支援します。保育所費では、認定こども園整備費を計上しています。 

国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢特別会計には、法定分および事

務費等の必要額を繰り出します。 

衛生費 ３億８３６万円（ ▲４９８万円 ▲１．６％） 

保健衛生費では、健康づくり事業として、運動指導を強化するほか、各種予防接種を実

施します。がん検診、生活習慣病予防検診等（受診料：５００円均一）の個別受診勧奨を強

化し、病気の早期発見、予防に努めます。また、健康増進計画を策定（見直し）します。 

乳幼児健診や妊産婦訪問を充実させ、悩み相談など安心して子育てできる環境を整え

ます。男性・女性を問わず不妊治療に対して、治療費の軽減を図ります。 

環境衛生費では、廃棄物処理費として、収集運搬費や一部事務組合負担金を計上して

いるほか、不法投棄対策の強化、合併処理浄化槽の整備・維持管理費に助成し、快適な

生活環境づくりに努めます。ごみの減量やエコライフを啓発し、環境にやさしいまちづくりを

推進します。河川水質検査を定期的に実施するほか、臭気騒音対策費を計上しています。 

上水道会計に企業債の償還分の２分の１の額を基準に繰り出します。 

農林水産業費 ２億８，７４４万円（ ＋３，３２５万円 ＋１３．１％） 

農業振興費では、生産組織の強化や中山間地域への支援、特産物である「そば・にんじ

ん」の生産基盤の安定、環境こだわり農産物の経営の安定を図るとともに若年農業者への

就農支援を行います。農村まるごと保全向上対策として、農村を守る地域ぐるみの取り組

みを支援します。特産物振興連絡協議会を中心とした特産物のＰＲ、給食野菜を通じた食

育推進に取り組みます。 

土地改良費では、各土地改良区に対し維持管理費を助成するほか、県が実施する芹川

ダムの耐震改修費を負担します。 

鳥獣害対策費では、集落自営組織への支援や二ホンジカ、ニホンザルの個体数調整等

を実施し、野生獣からの農林産物被害防止に努めます。 
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農業集落排水事業特別会計に、維持管理費・公債費等、必要額を繰り出します。 

林業総務費等では、林道維持補修や治山事業を実施し、森林の適正な管理、防災対策

を強化するほか、高取山ふれあい公園、林業会館の管理運営費を計上しています。 

森林税事業費では、間伐材製品の利用や啓発（多賀小：学習机・お食い初めセット）に努

めるとともに、森林学習等の機会を通じ、子どもたちへの森林・環境への理解を深めます。 

森林資源循環利用促進費では、町産木材の流通促進や間伐材利用促進を図るとともに、

造林・間伐等の森林整備に対し支援することで健全な森林を維持し、産業面では、商工業

と連携した６次産業化を図ります。町産材を利用した住宅購入に対し補助を増額します。 

地域再生費では、町産木材の流通や販路開拓、新規技能者の育成を促進し、林業再生

を目指すとともに、森林情報の整理など森林現況調査にも取り組みます。 

商工費 ４，６９０万円（ ＋６９３万円 ＋１７．３％） 

商工費では、商工会や観光協会、多賀門前町共栄会への運営や活動補助費を計上して

います。住宅リフォーム補助やがんばる商店応援補助を継続し、中小企業の支援、新規創

業者を支援します。 また、小規模企業者小口簡易資金事業や特定の制度融資に対する

利子補給を行い、小規模事業者の経営の安定を図ります。 

観光費では、地獄めぐり事業の充実や観光名所でのライトアップ事業を実施し、さらなる

誘客促進や広域観光推進を図ります。また、登山道の修復整備費を計上しています。 

土木費 ５億３，６２６万円（ ▲５，２９９万円 ▲９．０％） 

道路管理費では、道路、橋りょうを適切に維持管理、補修するとともに、交通安全対策や

除雪を実施し、安全な環境・生活基盤づくりに努めます。 

道路橋りょう新設改良費では、国の補助事業を活用し、町道多賀絵馬通り線の整備、町

道敏満寺高宮線等の修繕、橋りょう長寿命化事業（不動橋・１００７号橋）を実施します。単

独事業では、町道月之木グリーンヒル線、町道上南代キリン線、町道粟田高宮線の改良を

実施します。県営事業負担金として、国道３０６号線、県道多賀永源寺線の改良費に対し

多賀町分を負担します 

河川費では、排水路整備や河川愛護活動を実施し生活環境の向上や災害に備えます。 

都市計画費では、都市公園の維持管理や都市計画基本図の修正、地籍調査事業（河内 

地区）を実施します。都市再生整備計画事業として、絵馬通りの景観設計や道路整備を実

施します。下水道特別会計に、維持管理費・公債費等、必要額を繰り出します。 
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消防費 １億５，７２０万円（ ▲６，８５７万円 ▲３０．４％） 

消防費では、彦根市へ委託している常備消防費が委託料の見直しにより７９８万円の増

額（平成３３年度まで段階的に増）、非常備消防費は、消防団活動費を計上し、今年度は、

消防ポンプ操法大会（第２分団１班）経費を増額しています。 

消防施設費では、多賀自警団、土田自警団のポンプ積載車を更新します。消火栓負担

金として、５７４基分（+７基）を水道会計に繰り出します。 

災害対策費では、備蓄食糧、ブルーシートの購入、応急災害復旧費を計上し、有事に備

えるほか、地域防災計画を策定（見直し）します。 

教育費 １１億８，８２３万円（ ＋４億６，２８９万円 ＋６３．８％）

教育振興費では、学校支援地域コーディネーターを設置し、学校と地域の連携を強化し

ます。また、エキスパート（元サッカー選手など）による「夢の教室」を開催し、子どもたちの

健全育成を図ります。 

学校管理費では、学校施設の光熱水費等の需用費のほか、スクールバス運行費、施設

点検費、給食経費等を計上しています。特に、小学校費では、校内パソコンの更新、英語

教育の充実、中学校費では、緊急非難器具の更新を実施し、教育環境の整備を図ります。 

小中学校ともに臨時講師や特別支援教育支援員を配置し、児童・生徒の支援、授業の

充実を図ります。 

学校教育振興費では、小中学校費ともに標準学力調査や学習用図書を充実させ、学力

の向上に努めます。 

幼稚園費では、入所園児に合わせ必要経費を計上しています。 

社会教育費では、青少年の健全育成や種々の団体活動への支援など、住民の生涯学

習活動を推進します。また、中央公民館の建設に着手します。 

社会体育費では、各体育施設を適切に維持管理するとともに、年代に応じたスポーツ教

室やスポーツ大会、ニュースポーツの紹介等を実施し、健康づくりを推進します。また、中

長期を見据えた体育施設管理計画の策定に着手します。 

文化財保護費では、文化財調査を実施し、資料の整理保管を行います。胡宮神社社務

所庭園、名勝多賀神社奥書院庭園および史跡敏満寺石仏谷墓跡の修復支援のほか、指

定文化財の整備・保存計画を策定し、文化財を適切に保護します。また、胡宮神社、多賀Ｓ

Ａ周辺の将来を見据え、歴史文化基本構想を策定します。 
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あけぼのパーク管理費では、施設の光熱水費等の需用費のほか、施設点検費等を計上

しています。図書館では、図書、視聴覚資料の充実、移動図書館の周回、博物館では、収

集資料の展示、イベントの開催を通じて、住民の課題解決や学習活動を支援します。 

公債費 ４億６，６００万円（ ＋４，９８３万円 ＋１２．０％） 

平成２６年度発行債など、据え置き期間が終了し、元金償還が開始となることから増額と

なっています。 

（４）義務的経費の状況 

財政の硬直化に影響する人件費、扶助費、公債費の義務的経費は、１７億６，９７１万

円（＋９，８３７万円）となり、歳出総額の３５．８％を占めています。 

公債費については、今後も現在据え置き期間中の元金償還が始まることから、増加は

避けられない状況であり、さらなる経常経費の削減や地方債の発行抑制、計画的に繰上

償還を実施する等、行政サービスの低下につながらないよう、健全財政を維持していく必

要があります。

義務的経費 

歳出のうち、その支出が義務づけられ、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費の

ことをいいます。人件費、扶助費、公債費がこれにあたります。

特別会計 

国民健康保険事業 下水道事業     保険料 使用料  特定の収入で運営し

   事業        事業     金 流              一般会計  

別の会計を設けることになっています。これを「特別会計」といいます。 
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◆議会費 

議会運営のための経費です。議会だよりや議員研修費も含まれています。 

◆総務費 

庁舎や財産の維持管理、政策企画経費、電算費、戸籍管理、税金の徴収などの経費で

す。まちづくりや空き家・定住移住対策、公共交通推進、人権政策も含まれています。 

◆民生費 

障害のある方や高齢者の方に対する福祉の充実、子育て支援などの経費です。 

保育園や学童保育運営費も含まれています。 

◆衛生費 

環境保全、廃棄物対策、疾病予防（検診）、健康診査、健康増進などの経費です。 

◆農林水産業費 

農林水産業の振興を図るための支援や生産基盤整備などの経費です。 

◆商工費 

商工業や観光の振興を図るための経費です。ふるさと楽市の経費も含まれています。 

◆土木費 

道路や河川、公園などの整備・維持管理のための経費です。 

◆消防費 

消防や防災経費などの災害対策のための経費です。 

◆教育費 

幼児教育・学校教育・生涯学習の充実、文化・スポーツ振興などの経費です。 

◆公債費 

町債の元金・利子や一時借入金の利子を支払うための経費です。 

◆災害復旧費 

大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設を復旧するための経費です。 

当初予算では、予算計上はありません。 

◆諸支出金 

他の支出科目に含まれない経費をまとめた科目で、基金への積立金があります。 

◆予備費 

予算編成のときには予期しなかった、支出に対応するための科目です。 
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平成２９年度 主な特別会計予算 

国民健康保険特別会計 ９億８，１４２万円（ ＋４，０３９万円 ＋４．３％） 

被保険者数は、１，９０７人、前年度と比較し２６人の減少で予算化しています。 

歳入では、保険税は、前年度から１２９万円増額の１億５，４９８万円を見込んでいます。 

６５歳以上高齢者の加入率により交付される前期高齢者交付金が６，９６０万円の増額とな

っていますが、療養給付費国庫負担金が２，４９１万円の減額、県普通調整交付金が８３８

万円の減額となっています。 

歳出は、医療費の増加により保険給付費が２，３７８万円の増額となっています。また、

後期高齢者支援金および介護納付金も社会保障費の増加に連動し、５７２万円の増額、保

健事業費については、特定健診の啓発や保健指導の充実等に充てるため１５１万円の増

額、さらに、総務費において、平成３０年度からの国保広域化（都道府県化）の準備として、

システム改修費として、 ５２０万円を計上しています。 

介護保険事業特別会計 ８億７３４万円（ ＋２，９１０万円 ＋３．７％） 

被保険者数（第１号）は、２，４７０人、前年度と比較し６０人の増加で予算化しています。 

歳入では、保険料は、被保険者の増加分を見込み６３０万円増額し、１億６，７０５万円を

見込んでいます。介護給付費に伴う国庫支出金６２９万円、支払基金交付金６８０万円、県

支出金３４６万円、一般会計からの繰入金７３２万円を増額し、介護予防事業参加費に伴う

諸収入は１０９万円減額しています。 

歳出では、介護給付費において、居宅介護サービス給付費が１，０００万円、介護予防サ

ービス給付費が２１０万円の減額となった一方、地域密着型介護サービス給付費が２，４００

万円、施設介護サービス給付費が９００万円、高額介護サービス費が３００万円の増額となり、

介護給付費全体で２，５３０万円の増額となっています。 

また、第 7 期多賀町高齢者福祉計画および介護保険事業計画の策定年度となっており、

総務費全体で３１５万円の増額となっています

後期高齢者医療事業特別会計 ９，７２５万円（ ▲６４万円 ▲０．６％）

被保険者数は１，３１９人（６５歳以上７５歳未満の方で一定の障害の状態にある方は５

人）で前年度と比較し１６人の増加で予算化しています。 

歳入では、保険料は、被保険者数や医療費見込み等により算定し、１８７万円減少の  

６，５９６万円を見込んでいます。 
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歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金が１０１万円の減額となっていますが、特に、

医療費が減少傾向であることから、広域連合負担金（保険料分）が、１８７万円減額となっ

ています。 

育英事業特別会計 ３６３万円（ ▲２５万円 ▲６．５％） 

前年度の給付実績を踏まえ、高校生１８人（７０００円/月）、大学生・専門学校生１２人 

（１４，０００円/月）分を予算化しています。 

びわ湖東部中核工業団地公共緑地維持管理特別会計 ５２４万円 

（ ＋１４万円 ＋２．７％） 

団地内における草刈り等の維持管理事業を実施する経費を計上しています。 

下水道事業特別会計 ４億８，７８３万円（ ＋１，０１９万円 ＋２．１％） 

使用料は、前年度から７９９万円増額し、２億３，８１９万円を見込んでいます。 

事業収益と管路・施設維持管理のバランスを考慮した財政計画の立案が必須となってい

ることから経営戦略策定業務の委託料が増額となっています。  

また、維持管理費において、２箇年で実施してきたマンホールポンプ場の長寿命化計画

および実施設計が完了し、更新工事に伴う工事請負費が主な予算となっています。 

公債費は、元金償還分は１１５万円の増額、利子分は６１７万円減額となっています。 

農業集落排水事業特別会計 ５，３９２万円（ ▲６８万円 ▲１．３％） 

使用料は、前年度とほぼ同額の５４０万円を見込んでいます。 

処理場保守や真空ポンプ等の維持管理委託料が主な予算となっています。現段階では

大きな修繕はなく維持されておりますが、今後、経年劣化を危惧するところであり、稼働状

況を注視しながら必要に応じて予算化を考えています。 

 公債費は、地方債の発行がなく、元利均等返済のため、同額を計上しています。 

水道事業会計 収益的収支 ３億５，８４９万円（＋１，９４８万円  ＋５．７％）

資本的収支 ２億４，２９７万円（▲６，０９５万円 ▲２０．１％）

収益的収支は、料金改定に伴う水道使用料および施設整備に伴う減価償却費の増加、

資本的収支については、老朽管更新・施設整備事業が減少したことにより事業費全体

が減少しています。主な事業として、一円地区、多賀地区（絵馬通り）配水管布設替

工事を予定しています。
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平成２８年度末地方債残高（全会計） １１７億１，８２０万円（見込） 

平成２８年度末地方債残高（全会計：臨時財政対策債は除く）

９１億５，０８３万円（見込） 

平成２８年度末の一般会計地方債残高（臨時財政対策を除く）は、２８億４３３万円となり、

前年度比３，４５０万円増加する見込みです。これは、（仮）川相消防センターの整備や多賀

中体育館の照明の耐震化のほか、継続して実施している町道整備や補修、橋りょう長寿命

化事業による地方債の発行が主な要因となっています。 

また、水道事業会計では、水道施設の老朽化による施設更新経費が増加しているため、 

地方債残高は、２９億１，１２５万円となる見込みであり増加傾向にあります。 

下水道事業、農業集落排水事業は、地方債発行額より償還額が上回っているため、減

少しています。 

※平成２８年度の出納整理期間が平成２９年５月末となっているため、数値は、平成２９年

３月時点での見込数値となっています。

臨時財政対策債は、国から地方自治体に交付する地方交付税 不足       代

替財源として町債 発行     ，返済額 １００％ 後年度 地方交付税 措置 

れるため，通常の町債  異    。 

   自由 使  地方交付税 代      借金  使途 限定       特徴 

あります。 
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平成２９年度末基金の残高（一般会計・育英・公共緑地） ２０億３，６７４万円（見込） 

平成２８年度末基金の残高（一般会計・育英・公共緑地） ２５億  １３４万円（見込）  

※平成２８年度の出納整理期間が平成２９年５月末となっているため、数値は、平成２９年

３月時点での見込数値となっています。 

財政調整基金

予期しない収入減少や支出増加といった年度間の財源の不均衡を調整するための

基金で、長期的視野に立った計画的な財政運営を行うために、財源に余裕のある年度

に積立てを行い、財源不足が生じる年度に活用するためのものです。各年度決算にお

いて剰余金を生じたときは、その全部又は一部を積み立てることとなっています。

減債基金

町債の償還（公債費）に備えて積み立てておく基金で、公債費が増加した場合に、取

り崩します。財政状況に応じて、繰上げ償還を実施する場合の財源としています。 

基金 

特定 目的    財産 維持  資金 積 立 又 定額 資金 運用     

設    資金又 財産  います。
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